
日当の支弁に関する留意事項

本対策における日当の支弁については、活動の代価として支払うものであり、活動に要した時間に応じ時間当たり単価を乗じて算出するなど、支弁した額の積算根拠を明確にしておく必要がある。
しかし、共同活動における農用地周りの保全活動として、活動組織で一定の期間を定めて、農家個々が農地の草刈等を行う際に、時間当たり作業量の格差是正や予算計画の立案の観点から、次の方法等で日当を支弁する事例が見受けられた。
これらは、共同活動支援交付金に係るＱ＆Ａ問１２－５にある「構成員への配分」とみなされる恐れがあることから、書類の整理方法について次のとおり指導を行っている。
資源量に基づく日当の支払い
（１）内容
標準的な農用地に対する畦畔延長や法長等を現地測量及び施工図等から算出し、積算基準等に基づき農用地面積当たりの作業時間を算出。
これに農家個々の農用地面積を乗じて算出した額を日当として農家個々に支弁している。
（２）指導内容

実際の畦畔及び法面の草刈面積等に基づき積算基準等から作業時間を算出し、日当の上限額を設定することは問題ない。

しかし、標準的な圃場と比較し圃場の大小により、作業量が増加又は減少することが予想され、日当を過小又は過大に支弁する可能性がある。
このため、地帯地勢別に標準圃場を複数設定し、更に作業量の現地確認を行ったうえで個々の圃場の作業時間を算出し、日当の上限値として扱うよう指示。
また、実働の対価として日当を支払う必要があることから、作業時間の積み上げに基づく支弁とするよう日報を整理しておくことが必要である。

なお、実働時間の積み上げが上限額を下回る場合は、実働時間の積み上げから算出された額で支弁となるよう留意。

















■時間単価 1,000円/ｈ、上限額 50,000円と設定した場合。





例①　1,000円/ｈ×62時間＝62,000円 → 支払額50,000円　※ＯＫ


例②　1,000円/ｈ×48時間＝38,000円 → 支払額50,000円　※ＮＧ





（問１２－５）


　共同活動支援交付金を対象活動組織の構成員に配分してもよいのか。





共同活動支援交付金に係るＱ＆Ａ－抜粋－








１　共同活動支援交付金については、対象活動組織に交付するものであり、対象活動組織の構成員に配分することはできない。


２　ただし、構成員が共同活動を実施した場合の労務賃として支弁することは可能である。








上限額を用いた日当総額の算定について
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